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明 細 書

発明の名称 ：

リチウムイオン電池用正極活物質、 リチウムイオン電池用正極、及び、 リ

チウムイオン電池

技術分野

[0001 ] 本発明は、 リチウムイオ ン電池用正極活物質、 リチウムイオ ン電池用正極

、及び、 リチウムイオ ン電池に関する。

背景技術

[0002] リチウムイオ ン電池の正極活物質には、一般 に リチウム含有遷移金属酸化

物が用い られている。具体的には、 コ ノくリレ卜酸 リチウム （L ί C o 0 2) 、 二

ッケル酸 リチウム （L ί N ί 0 2) 、 マ ンガン酸 リチウム （L i M n 20 4) 等で

あ り、特性改善 （高容量化、サイクル特性、保存特性、内部抵抗低減、 レー

卜特性）や安全性 を高めるためにこれ らを複合化することが進め られている

。車載用や 口 一 ドレベ リング用 といった大型用途における リチウムイオ ン電

池には、 これまでの携帯電話用ゃパ ソコン用 とは異なつた特性が求め られて

いる。

[0003] 電池特性の改善 には、従来、種 々の方法が用い られてお り、例えば特許文

献 1 には、

L i N i トyM y0 2—

( 0 . 8 ≤ x ≤ . 3 、 0 < y ≤ 0 . 5 であ り、 M は、 C o 、 M n 、 F e 、

C r 、 V 、 Τ ί 、 C u 、 A し G a 、 Β ί 、 S n 、 Z n 、 M g 、 G e 、 N b

、 T a 、 B e 、 B 、 C a 、 S c 及び Z r か らなる群か ら選ばれる少な くとも

—種の元素を示 し、 は酸素欠損又は酸素過剰量に相当 し、 _ 0 . 1 < <

0 . 1 を表す。）の組成で表 される リチウムニ ッケル複合酸化物 を分級機 に

通 し、粒子径の大 きい物 と小さい物 とに平衡分離粒子径 D h = 1 ~ 1 O m

で分離 し、粒子径の大 きい物 と小さい物 を、重量比で 0 ： 1 0 0 ~ 1 0 0 ：

0 で配合することを特徴 とする リチウム二次電池用正極材料の製造方法が開



示されている。そして、これによれば、 レ一 卜特性と容量のさまざまなバラ

ンスのリチウム二次電池用正極材料を容易に製造できる、と記載されている

先行技術文献

特許文献

[0004] 特許文献1 ：特許第4 7 5 0 2 6 号公報

発明の概要

発明が解決 しょうとする課題

[0005] 特許文献 1 に記載のリチウムニッケル複合酸化物は、その組成式中の酸素

量が過剰のものであるが、それでもなお高品質のリチウムイオン電池用正極

活物質としては改善の余地がある。

[0006] そこで、本発明は、良好な電池特性を有するリチウムイオン電池用正極活

物質を提供することを課題とする。

課題を解決するための手段

[0007] 本発明者 らは、鋭意検討 した結果、正極活物質の酸素量と電池特性との間

に密接な相関関係があることを見出した。すなわち、正極活物質の酸素量が

ある値以上であるとき、良好な電池特性が得 られることを見出した。

また、正極活物質の粉末X 線回折 （X R D ) において、 （0 0 3 ) 面の回

折ピークの 2 での半値幅と、電池特性との間に密接な相関関係があること

を見出した。すなわち、正極活物質の （0 0 3 ) 面の回折ピークの 2 での

半値幅がある値以下であるとき、特に良好な電池特性が得 られることを見出

した。

[0008] 上記知見を基礎にして完成 した本発明は一側面において、

組成式 ：L ί ( L i N i トx yM y) 0
2+

(前記式において、 0 χ 0 . 1 であり、 0 < y 0 . 7 であり、Mは金

属であり、 > 0 である。）

で表され、



粉末 X 線 回折 （X R D ) において、 （0 0 3 ) 面 の回折 ピー クの 2 での

半値幅が 0 . 1 4 ° 以下である リチ ウムイオ ン電池用正極活物質である。

[0009] 本発 明に係 る リチ ウムイオ ン電池用正極活物質は一実施形態 において、前

言己M が S c 、 Τ ί 、 V 、 C r 、 M n 、 F e 、 C o 、 C u 、 Z n 、 G a 、 G e

、 A し Β ί 、 S n 、 M g 、 C a 、 B 及び Z r か ら選択 され る 1 種以上であ

る。

[001 0] 本発 明に係 る リチ ウムイオ ン電池用正極活物質は別の実施形態 において、

前記 M が、 M n 及び C o か ら選択 され る 1 種以上である。

[001 1] 本発 明に係 る リチ ウムイオ ン電池用正極活物質は更 に別の実施形態 におい

て、前記組成式 において、 > 0 . 0 5 である。

[001 2] 本発 明に係 る リチ ウムイオ ン電池用正極活物質は更 に別の実施形態 におい

て、前記組成式 において、 > 0 . 1 である。

[001 3] 本発 明に係 る リチ ウムイオ ン電池用正極活物質は更 に別の実施形態 におい

て、粉末 X 線 回折 （X R D ) において、 （1 0 4 ) 面 と （0 0 3 ) 面 との回

折 ピー ク強度比 〔（1 0 4 ) / ( 0 0 3 ) 〕が 0 . 8 0 以下である。

[0014] 本発 明に係 る リチ ウムイオ ン電池用正極活物質は更 に別の実施形態 におい

て、粉末 X 線 回折 （X R D ) において、 （1 1 0 ) 面 の回折 ピー クの 2 が

、以下の式 （1 ) 及び （2 ) で示 され る 2 直線 で挟 まれた領域 内の数値 であ

る ：

( 1 ) Θ = - 0 . 0 0 7 2 c + 6 5 . 2 3

( 2 ) 2 Θ = - 0 . 0 0 7 2 c + 6 5 . 4 3

〔上記式 （1 ) 及び （2 ) において、 c は L ί を除 く金属 中の Ν ί の モル比

率 である。〕。

[001 5] 本発 明は、別の側面 において、本発明に係 る リチ ウムイオ ン電池用正極活

物質 を用いた リチ ウムイオ ン電池用正極 である。

[001 6] 本発 明は、更 に別の側面 において、本発明に係 る リチ ウムイオ ン電池用正

極 を用いた リチ ウムイオ ン電池である。

発明の効果



[001 7] 本発明によれば、良好な電池特性を有するリチウムイオン電池用正極活物

質を提供することができる。

図面の簡単な説明

[001 8] [ 図1] 実施例及び比較例の、 L i を除く金属中の N ί のモル比率 ：c と （1 1

0 ) 面の回折ピークの 2 との関係を示すグラフである。

発明を実施するための形態

[001 9] ( リチウムィ才ン電池用正極活物質の構成）

本発明のリチウムイオン電池用正極活物質の材料としては、一般的なリチ

ゥ厶イオン電池用正極用の正極活物質として有用な化合物を広 く用いること

ができるが、特に、 コ ノくリレ卜酸 リチウム （L i C o 0 2) 、ニッケル酸 リチウ

厶 （L ί N ί 0 2) 、マンガン酸 リチウム （L i M n 20 4) 等のリチウム含有遷

移金属酸化物を用いるのが好ましい。このような材料を用いて作製される本

発明のリチウムイオン電池用正極活物質は、

組成式 ：L ί ( L i N i トx yM y) 0 2+

(前記式において、 0 χ 0 . 1 であり、 0 < y 0 . 7 であり、M は金

属であり、 > 0 である。）

で表される。

また、金属Μ は、 S c 、 Τ ί 、 V 、 C r 、 M n 、 F e 、 C o 、 C u 、 Z n

、 G a 、 G e 、 A し Β ί 、 S n 、 M g 、 C a 、 B 及び Z r から選択される

種以上であってもよく、好ましくはM n 及び C o から選択される 1種以上

である。

[0020] 本発明のリチウムイオン電池用正極活物質は、酸素が組成式において上記

のように 0 2+ ( > 0 ) と示され、過剰に含まれており、 リチウムイオン電

池に用いた場合、容量、 レー ト特性及び容量保持率等の電池特性が良好とな

る。ここで、 について、好ましくは > 0 . 0 5 であり、より好ましくは

> 0 . 1 である。

[0021 ] 本発明のリチウムイオン電池用正極活物質は、粉末 X 線回折 （X R D ) に

おいて、 （0 0 3 ) 面の回折ピークの 2 での半値幅が 0 . 1 4 ° 以下であ



る。このように、X R D における （0 0 3 ) 面の回折ピークの 2 での半値

幅を0 . 1 4 ° 以下に制御することで、正極活物質の結晶性が良好となり、

組成ばらつきが小さくなるため、それを用いた電池の種々の特性が良好とな

る。 （0 0 3 ) 面の回折ピークの 2 での半値幅は、好ましくは0 . 1 3 5

° 以下であり、より好ましくは0 . 1 3 0 ° 以下であり、典型的には、 0 .

1 1 0 ° ~ 0 . 1 4 0 ° である。

[0022] 本発明のリチウムイオン電池用正極活物質は、粉末X 線回折 （X R D ) に

おいて、 （1 0 4 ) 面と （0 0 3 ) 面との回折ピーク強度比 〔（1 0 4 ) /

( 0 0 3 ) 〕が 0 . 8 0 以下であるのが好ましい。この回折ピーク強度比は

、 N i の 2 価イオンが結晶中の L i サイ 卜を占有する （カチオンミキシング

) を示す尺度であり、 ピーク強度比が大きくなるとカチオンミキシングの比

率が多くなり、結晶中の L i サイ 卜内の L i の拡散が阻害されるため、種々

の電池特性を低下させる。これに対 し、この回折ピーク強度比が 0 . 8 0 以

下に制御されていると、カチオンミキシングの比率が小さく、結晶中の L i

サイ ト内の L ί の拡散が阻害されず、電池特性が良好になる。 （1 0 4 ) 面

と （0 0 3 ) 面との回折ピーク強度比 〔（1 0 4 ) / ( 0 0 3 ) 〕は、好ま

しくは0 . 7 5 以下であり、より好ましくは0 . 7 0 以下であり、典型的に

は、 0 . 6 0 ~ 0 . 8 0 である。

[0023] 本発明のリチウムイオン電池用正極活物質は、粉末X 線回折 （X R D ) に

おいて、 （1 1 0 ) 面の回折ピークの 2 が、以下の式 （1 ) 及び （2 ) で

示される2 直線で挟まれた領域内の数値であるのが好ましい ：

( 1 ) Θ = - 0 . 0 0 7 2 c + 6 5 . 2 3

( 2 ) 2 Θ = - 0 . 0 0 7 2 c + 6 5 . 4 3

〔上記式 （1 ) 及び （2 ) において、 c は L ί を除く金属中の Ν ί のモル比

率である。〕。

( 1 1 0 ) 面の回折ピークの 2 が、式 （1 ) 及び （2 ) で示される2 直

線で挟まれた領域内の数値となるように制御することにより、正極活物質の

酸素過剰量組成と良好な結晶性とを両立できる。そのため、電池の種々の特



性が良好となる。

[0024] リチウムイオン電池用正極活物質は、一次粒子、一次粒子が凝集 して形成

された二次粒子、又は、一次粒子及び二次粒子の混合物で構成されている。

リチウムィ才ン電池用正極活物質は、その一次粒子又は二次粒子の平均粒径

が 2 ~ 1 0 mであるのが好ましい。

平均粒径が 2 m未満であると集電体への塗布が困難となる。平均粒径が

1 O m超であると充填時に空隙が生 じやすくなり、充填性が低下する。ま

た、平均粒径は、より好ましくは3 ~ 9 mである。

[0025] ( リチウムイオン電池用正極及びそれを用いたリチウムイオン電池の構成）

本発明の実施形態に係るリチウムイオン電池用正極は、例えば、上述の構

成のリチウムイオン電池用正極活物質と、導電助剤と、バインダーとを混合

して調製 した正極合剤をアルミニウム箔等からなる集電体の片面または両面

に設けた構造を有 している。また、本発明の実施形態に係るリチウムイオン

電池は、このような構成のリチウムイオン電池用正極を備えている。

[0026] ( リチウムィ才ン電池用正極活物質の製造方法）

次に、本発明の実施形態に係るリチウムイオン電池用正極活物質の製造方

法について詳細に説明する。

まず、金属塩溶液を作製する。当該金属は、 N ί 、及び、 S c 、 Τ ί 、 V

、 C r 、 M n、 F e 、 C o 、 C u、 Z n、 G a 、 G e 、 A し Β ί 、 S n、

M g 、 C a 、 B 及び Z r から選択される 1種以上である。また、金属塩は硫

酸塩、塩化物、硝酸塩、酢酸塩等であり、特に硝酸塩が好ましい。これは、

焼成原料中に不純物として混入 してもそのまま焼成できるため洗浄工程が省

けることと、硝酸塩が酸化剤として機能 し、焼成原料中の金属の酸化を促進

する働きがあるためである。金属塩に含まれる各金属を所望のモル比率とな

るように調整 しておく。これにより、正極活物質中の各金属のモル比率が決

定する。

[0027] 次に、炭酸 リチウムを純水に懸濁させ、その後、上記金属の金属塩溶液を

投入 して金属炭酸塩スラリーを作製する。このとき、スラリー中に微小粒の



リチウム含有炭酸塩が析 出する。なお、金属塩 と して硫酸塩や塩化物等熱処

理時にその リチウム化合物が反応 しない場合は飽和炭酸 リチウム溶液で洗浄

した後、濾別する。硝酸塩や酢酸塩のように、 その リチウム化合物が熱処理

中に リチウム原料 と して反応する場合は洗浄せず、 そのまま濾別 し、乾燥す

ることによ り焼成前駆体 と して用いることがで きる。

次 に、濾別 した リチウム含有炭酸塩 を乾燥することによ り、 リチウム塩の

複合体 （リチウムイオ ン電池正極材用前駆体）の粉末 を得 る。

次 に、所定の大 きさの容量 を有する焼成容器 を準備 し、 この焼成容器 に リ

チウ厶イオ ン電池正極材用前駆体の粉末 を充填する。次 に、 リチウムイオ ン

電池正極材用前駆体の粉末が充填 された焼成容器 を、焼成炉へ移設 し、焼成

を行 う。焼成 は、酸素雰囲気下で所定時間加熱保持することによ り行 う。 ま

た、 1 0 1 ~ 2 0 2 K P a での加圧下で焼成 を行 うと、 さ らに組成 中の酸素

量が増加するため、好 ま しい。

本発明の リチウムイオ ン電池用正極活物質は、 N ί 含有比率 に応 じた焼成

パ ター ン （焼成温度及びその後の降温のパ ター ン）を制御することで、酸素

含有量過剰組成 を確保 しつつ、粉末 X 線回折 （X R D ) において、 （0 0 3

) 面 の回折 ピークの 2 での半値幅が 0 . 1 4 ° 以下 と して優れた結晶性が

得 られる。具体的には、上記焼成工程 において、 N ί 含有比率が高 くなるほ

ど高い温度で焼成する。例 えば、 Ν ί 含有比率が 3 3 . 3 モル％の とき 7 5

0 ~ 8 0 0 °C、 同 じく8 0 モル％の とき、 9 5 0 ~ 1 0 5 0 °C で焼成する。

このような焼成温度 （保持温度）で一定時間保持 した後、温度 を下げること

になるが、 その ときの降温工程 を適切 に行 う必要がある。具体的には、保持

温度か ら3 0 0 °C に至 る時間を 3 ~ 1 0 時間の範囲で行 う。 この降温時間が

長す ぎた り、保持温度が高す ぎた場合は、酸素が保持 しに くくな り、酸化物

を構成する酸素が組成式の で 0 . 0 5 未満 とな って しまう。一方、 この降

温時間が短か った り、保持温度が低す ぎた場合は、酸素の過剰 を示す組成式

の が 0 . 0 5 以上 となるものの、 （0 0 3 ) 面 の回折 ピークの半値幅が 0

. 1 4 ° を超 え、結晶性や相の均質性が十分でな くなる。 また、上記降温時



間が長い場合は、さらにN ί が L ί サイ 卜に入り込むカチオンミキシングが

顕著になる。その結果、いずれの場合においても、 レ一 卜特性や容量保持率

等の結晶性や相の均質性が関わる電池特性が劣ることになる。

実施例

[0029] 以下、本発明及びその利点をより良く理解するための実施例を提供するが

、本発明はこれらの実施例に限られるものではない。

[0030] (実施例 3 )

まず、表 1 に記載の投入量の炭酸 リチウムを純水 3 . リットルに懸濁さ

せた後、金属塩溶液を4 . 8 リットル投入 した。ここで、金属塩溶液は、各

金属の硝酸塩の水和物を、各金属が表 1 に記載の組成比になるように調整 し

、また全金属モル数が 1 4 モルになるように調整 した。

なお、炭酸 リチウムの懸濁量は、製品 （リチウムイオン二次電池正極材料

、すなわち正極活物質）をL ί ( L i Ν ί ，―x—yM y) 0
2+

で x が表 1 の値とな

る量であって、それぞれ次式で算出されたものである。

W ( g ) = 7 3 . 9 X 4 X ( 1 + 0 . 5 { ( + X ) / ( - X ) } ) X

A

上記式において、 「A 」は、析出反応として必要な量の他に、ろ過後の原

料に残留する炭酸 リチウム以外のリチウム化合物によるリチウムの量をあら

か じめ懸濁量から引いておくために掛ける数値である。 「A 」は、硝酸塩や

酢酸塩のように、 リチウム塩が焼成原料として反応する場合は0 . 9 であり

、硫酸塩や塩化物のように、 リチウム塩が焼成原料として反応 しない場合は

. 0 である。

この処理により溶液中に微小粒のリチウ厶含有炭酸塩が析出したが、この

析出物を、フィルタ一プレスを使用 して濾別 した。

続いて、析出物を乾燥 してリチウム含有炭酸塩 （リチウムイオン電池正極

材用前駆体）を得た。

次に、焼成容器を準備 し、この焼成容器内にリチウム含有炭酸塩を充填 し

た。次に、焼成容器を、大気圧下、酸素雰囲気炉に入れて、表 1 に記載の焼



成温度で 1 0 時間加熱保持 した後、 3 0 0 °C までは表 1 に記載の時間をかけ

て冷却 した。続いて室温まで冷却 した後、解砕 して リチウムイオン二次電池

正極材の粉末を得た。

[0031 ] (実施例 1 4 )

実施例 1 4 と して、原料の各金属を表 1 に示すような組成 とし、金属塩を

塩化物 とし、 リチウム含有炭酸塩を析出させた後、飽和炭酸 リチウム溶液で

洗浄 し、濾過する以外は、実施例 1 ~ 1 3 と同様の処理を行 った。

[0032] (実施例 5 )

実施例 1 5 と して、原料の各金属を表 1 に示すような組成 とし、金属塩を

硫酸塩 とし、 リチウム含有炭酸塩を析出させた後、飽和炭酸 リチウム溶液で

洗浄 し、濾過する以外は、実施例 1 ~ 1 3 と同様の処理を行 った。

[0033] (実施例 1 6 )

実施例 1 6 と して、原料の各金属を表 1 に示すような組成 とし、焼成を大

気圧下ではな く 1 2 0 K P a の加圧下で行 った以外は、実施例 1 ~ 1 3 と同

様の処理を行 った。

[0034] (比較例 )

比較例 1 ~ 1 1 と して、原料の各金属を表 1 に示すような組成 とし、焼成

工程の保持温度及び降温時間を表 1 に示す値 として、実施例 1 ~ 1 3 と同様

の処理を行 った。

[0035] (評価）

一正極材組成の評価 一

各正極材中の金属含有量は、誘導結合プラズマ発光分光分析装置 （I C P

- O E S ) で測定 し、各金属の組成比 （モル比）を算出 した。各金属の組成

比は、表 1 に記載の通 りであることを確認 した。 また、酸素含有量は L E C

0 法で測定 し を算出 した。

[0036] 粉末 X 線回折 （X R D ) により、 （0 0 3 ) 面の回折 ピークの 2 での半

値幅、 （1 1 0 ) 面の回折 ピークの 2 、 （1 0 4 ) 面 と （0 0 3 ) 面 との

回折 ピーク強度比 〔（1 0 4 ) / ( 0 0 3 ) 〕をそれぞれ測定 した。



[0037] —電池特性の評価 —

各正極材 と、導電材 と、バインダー とを 8 5 ：8 ：7 の割合で秤量 し、 く

インダ一を有機溶媒 （N _ メチル ピロ リ ドン）に溶解 したものに、正極材料

と導電材 とを混合 してスラ リー化 し、 A I 箔上 に塗布 して乾燥後 にプ レス し

て正極 と した。続 いて、対極 を L ί と した評価用の 2 0 3 2 型 コインセル を

作製 し、電解液 に 1 M — L i P F 6を E C _ D M C ( 1 : 1 ) に溶解 したもの

を用いて、電流密度 0 . 2 C の際の放電容量 を測定 した。 また電流密度 0 .

2 C の ときの電池容量 に対する電流密度 2 C の ときの、放電容量の比 を算出

して レ一 卜特性 を得た。 さ らに、容量保持率 は、室温で 1 C の放電電流で得

られた初期放電容量 と 1 0 0 サイクル後の放電容量 を比較することによって

測定 した。

これ らの結果 を表 1 及び 2 に示す。

[0038] [ 表 1]



[0039] [表2]

[0040] 実施例 1 ~ 1 3 はいずれも電池特性が良好であつた。

実施例 1 4 及び 1 5 はいずれも電池特性が良好であつたが、原料として実

施例 1 ~ 1 3 のように各金属の硝酸塩の水和物ではなく、塩化物又は硫酸塩

の水和物を用いたため、実施例 1 ~ 1 3 と比較すると電池特性が劣るものも

あった。

実施例 1 6 は原料として実施例 1 ~ 1 3 のように各金属の硝酸塩の水和物

を用い、さらに焼成を加圧下で行っており、電池特性が最も良好であった。

比較例 1 ~ 4 は焼成工程において3 0 0 °C までの降温時間が短いため、電

池特性が不良となった。

比較例 5 ~ 8 は組成において酸素過剰組成を確保できなかったため、電池



特性が不良 とな った。

比較例 9 ~ 1 1 は焼成温度が低 く、電池特性が不良 とな った。

また、上記実施例及び比較例 について、 L i を除 く金属中の N i のモル 比

率 ：c と、 （1 1 0 ) 面 の回折 ピークの 2 とを X 軸及び y 軸 にとり、図 1

の グラフを描 いた。図 1 によれば、実施例 は全て以下の式 （1 ) 及び （2 )

で示 される 2 直線で挟 まれた領域 内であ り、比較例 は一部以外は全て この領

域か ら外れていた。

( 1 ) Θ = - 0 . 0 0 7 2 c + 6 5 . 2 3

( 2 ) 2 Θ = - 0 . 0 0 7 2 c + 6 5 . 4 3



請求の範囲

組成式 ：L ί ( L i N i トx yM y) 0 2+

(前記式において、 0 χ 0 . 1 であ り、 0 < y 0 . 7 であ り、

M は金属であ り、 > 0 である。）

で表 され、

粉末 X 線回折 （X R D ) において、 （0 0 3 ) 面 の回折 ピークの 2

での半値幅が 0 . 1 4 ° 以下である リチウムイオ ン電池用正極活物

質。

前記 M が S c 、 Τ ί 、 V 、 C r 、 M n 、 F e 、 C o 、 C u 、 Z n 、

G a 、 G e 、 A し Β ί 、 S n 、 M g 、 C a 、 B 及び Z r か ら選択 さ

れる 1 種以上である請求項 1 に記載の リチウムィ才 ン電池用正極活物

質。

前記 M が、 M n 及び C o か ら選択 される 1 種以上である請求項 2 に

記載の リチウムィ才 ン電池用正極活物質。

前記組成式において、 > 0 . 0 5 である請求項 1 ~ 3 のいずれか

に記載の リチウムィ才 ン電池用正極活物質。

前記組成式において、 > 0 . 1 である請求項 4 に記載の リチウム

イオ ン電池用正極活物質。

粉末 X 線回折 （X R D ) において、 （1 0 4 ) 面 と （0 0 3 ) 面 と

の回折 ピーク強度比 〔（1 0 4 ) / ( 0 0 3 ) 〕が 0 . 8 0 以下であ

る請求項 1 ~ 5 のいずれかに記載の リチウムィ才 ン電池用正極活物質

粉末 X 線回折 （X R D ) において、 （1 1 0 ) 面 の回折 ピークの 2

が、以下の式 （1 ) 及び （2 ) で示 される 2 直線で挟 まれた領域 内

の数値である請求項 1 ~ 6 のいずれかに記載の リチウムィ才 ン電池用

正極活物質 ：

( 1 ) Θ = - 0 . 0 0 7 2 c + 6 5 . 2 3

( 2 ) 2 Θ = - 0 . 0 0 7 2 c + 6 5 . 4 3



〔上記式 （1 ) 及び （2 ) において、 c は L ί を除 く金属中の N i の

モル比率である。〕。

[ 請求項8] 請求項 1 〜 7 のいずれかに記載の リチウムィ才 ン電池用正極活物質

を用いた リチウムイオ ン電池用正極。

[ 請求項 9] 請求項 8 に記載の リチウムイオ ン電池用正極 を用いた リチウムィ才

ン電池。
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ΓΕ 」国際 出願 日前 の 出願 また は特許 であ るが、国際 出願 日 の理解 のた めに引用す るもの

以後 に公 表 され た も の 「X 」特 に関連 のあ る文献 であって、当該文献 のみで発 明
「L 」優先権主 張に疑義 を提起す る文献又 は他 の文献 の発 行 の 新規性 又 は進歩性 が ない と考 え られ る も の

日若 しくは他 の特別 な理 由 を確 立す るた め に 引用 す ΓΥ 」特 に関連 のあ る文献 であって、当該文献 と他 の 1 以
る文献 （理 由を付す） 上 の文献 との、当業者 に とって 自明で あ る組合せ に

Γθ 」 口頭 に よる開示 、使 用 、展示等 に言及す る文献 よって進歩性 がない と考 え
ΓΡ 」国際 出願 日前 で、かつ優先権 の主 張の基礎 とな る出願 Γ& 」 同一 パ テ ン トフ ァ ミ リー 文献

国際調 査 を完 了 した 日 国際調査報告 の発送 日
0 5 . 0 9 . 2 0 1 2 8 . 0 9 . 2 0 1 2

国 際調 査機 関の名称及 び あて先 特許 庁審 査官 （権 限のあ る職員 ） 4 X 4 4 9

日本 国特許庁 （I S A J Ρ )
小 森 利 永子

郵便番 号 1 0 0 — 8 9 1 5
東京 都 千代 田区霞が 関三丁 目4 番 3 号 0 3 - 3 5 8 1 - 1 1 0 内線 3 4 7 7

様 式 P C T l S A 2 1 0 (第 2 ペ ー ジ） （2 0 0 9 年 7 月）



国際調査報告 国際出願番号 P C J P 2 0 0 6 8 4 8 6

C (続き）. 関連すると認められる文献
引用文献の 関連する
カテ ゴ リー * 引用文献名 及び一部の箇所が関連するときは、その関連する箇所の表示 請求項の番号

A JP 2011-187419 A ( J X 日鉱 日石金属株式会社） 2011. 09. 22, 1 - 9
( フ ア ミ リーな し）

様式 P C T I S A 2 1 0 (第 2 ペー ジの続き） （2 0 0 9 年 7 月）



国際調査報告 国際出願番号 P C T / J P 2 0 1 2 / 0 6 8 4 8 6

第 Π欄 請求の範囲の一部の調査ができない ときの意見 （第 1 ページの 2 の続き）

法第 8条第3項 （P C T 17条 （2) (a) ) の規 定によ り、 こ の 国際調査報告 は次の理 由に よ り請求の範 囲の一部 について作
成 しなかった。

1 . 請求項 は、この国際調査機 関が調査 をす ることを要 しない対象 に係 るものである。
つま り、

2 . 請求項 は、有意義な国際調査 をす ることができる程度まで所定の要件 を満
ない国際出願 の部分に係 るものである。つま り、

3 . 請求項 は、従属請求の範囲であって P C T 規則 6. 4 (a) の第 2 文及び第3文の規定に
従って記載 されていない。

第 欄 発明の単一性が欠如 しているときの意見 （第 1 ページの 3 の続 き）

次に述べ るよ うにこの国際出願 に二以上の発明があるとこの国際調査機 関は認 めた。

請求項 1 — 9 に係 る発 明は、特定 の組成式 ；L i ( L i XN i ι -yMy) 〇2+ で表 され、 X
R D にお ける （0 0 3 ) 面 の回折 ピークの 2 半値幅が 0 . 1 4 ° 以下である リチ ウムィォ
ン電池用正極活物質 に関す るものである点で、共通の技術的特徴 を有 してい る。

しか しなが ら、当該技術的特徴 は、国際調査報告で引用す る文献 1 の開示 内容 に照 らして、
先行技術 に対す る貢献 をもた らす もの で はないか ら、特別 な技術的特徴 である とはい えない
し、 これ らの発 明の間には、ほかに同一 のまたは対応す る特別 な技術的特徴 が存在 しなレ、。

1 . 出願人が必要な追加調査手数料 をすベて期間内に納付 したの で 、 この 国際調査報告は、すべての調査可能な請求
項について作成 した。

2 . . 追加調査手数料 を要求す るまでもなく、すべての調査可能な請求項について調査す ることができたので、追加調
查手数料の納付 を求めなかった。

3 . 出願人が必要な追加調査手数料 を一部のみ しか期間内に納付 しなかったので、この国際調査報告は、手数料の納
付のあった次の請求項のみについて作成 した。

4 . 出願人が必要な追加調査手数料 を期間内に納付 しなかったの で 、 この 国際調査報告は、請求の範囲の最初に記載
されてい る発明に係 る次の請求項について作成 した。

追加調査手数料の異議の申立てに関す る注意
□ 追加調査手数料及び、該当す る場合には、異議 申立手数料の納付 と共に、出願人か ら異議 申立てがあった。

追加調査手数料の納付 と共に出願人か ら異議 申立てがあつたが、異議 申立手数料が納付命令書に示 した期間
内に支払われなかった。

追加調査手数料の納付はあったが、異議 申立てはなかった。

様式 P C T I S A 2 1 0 (第 1 ページの続葉 （2 ) ) ( 2 0 0 9 年 7 月）
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